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１ 指定管理者の募集

（仮称）當麻複合施設（以下「複合施設」という。）の管理運営において、複合

施設の基本理念に基づき、豊富な経験、独自の技術や知識を活用しながら、効果的な複合

施設の管理運営を行い、複合施設の設置目的を達成し、その効用を最大限に発揮するため、

又、複合施設の開館に向けて、 （以下、「現

當麻図書館」という。）の運営状況を把握するとともに、図書館資料の分類整理や配架準

備等の開館準備業務を効果的、効率的に実施し、現場での経験を踏まえてスムーズに複合

施設の運営につなげるため、「 （仮称）當麻複合施設設置条例」及び「

書館条例」の規定に基づき、複合施設及び現當麻図書館の指定管理者を公募し、その選定

を行う。

２ 複合施設の設置目的

複合施設は、市民の生涯学習推進の拠点であると同時に、学習・文化・子育て・まちづ

くりを中心とした、市民活動の拠点でもあり、めざすは、市民・企業・ボランティア・Ｎ

ＰＯ等、そして市職員が共に地域の価値を創造する、「地域共創のひろば」と設定し、「場

をひらき、人をむすび、共にまちを育む、私たちのひろば」を管理運営の基本理念とする。

新たな魅力ある施設とそのサービスが、これまで公共施設を利用している人々に加え

て、これまで公共施設の利用がなかった人々や、未来を担う子どもたちをも惹きつけ、わ

くわくするような多様な出会いや発見（セレンディピティ）、そして活動や交流が生まれ

ることを期待している。

３ 指定管理の概要及び対象施設

複合施設は、令和 9年 1月に竣工、令和 9年 4月に開館を予定している。また、複合

指定管理者は、複合施設の管理運営に加えて、複合施設が開館するまでの間、現當麻図

書館の運営及び複合施設の開館準備業務（機運醸成、広報、イベント企画等を含む。）を

令和8年 4月 1日より行うものとする。

なお、現當麻図書館は休館日等を除き自由に出入りできることから、現地見学は任意に

実施することとする。ただし、自由に立ち入りできない場所の確認を希望する場合は、事

前に事務局まで連絡すること。

施設の面積 約4,230 ㎡
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建物概要 令和 9年 1月竣工（予定）

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）、地上 3階、地下1階

表 1 各構成施設の開館時間のイメージ

（２）現當麻図書館

施設の面積 約 756㎡

開館時間 9：00～17：00

休館日 ア 毎週火曜日及び第２・第４水曜日

イ 整理休館日（年 14日）

蔵書数 約 8万 3千冊（令和７年８月現在）

４ 複合施設の整備に係る計画等

Ÿ

Ÿ 當麻複合施設整備基本計画（令和5年 6月）

Ÿ （仮称）當麻複合施設管理・運営基本方針（令和 5年 10月）

Ÿ （仮称）當麻複合施設管理・運営計画（前編）（令和6年 3月）

Ÿ （仮称）當麻複合施設基本設計（令和6年 7月）

Ÿ （仮称）當麻複合施設設計（管理・運営計画（後編）を含む）（令和 7年 3月）

Ÿ 蔵書計画_概要版
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開館時間
総合案内
利用可能時間
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當麻庁舎 受付時間

③館内整理日（當麻庁舎のみ開館） ～

（仮称）當麻複合施設

市民活動センター

當麻図書館

②土・日曜日・祝日（當麻庁舎のみ休館） ～

（仮称）當麻複合施設

市民活動センター

當麻図書館

①平日（全館開館） ～

（仮称）當麻複合施設

市民活動センター

當麻図書館

20:00 21:00

8:00 9:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00

18:00 19:00 20:00 21:00

8:00 9:00 16:00 17:00 18:00 19:00

16:00 17:008:00 9:00
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5 指定管理者の業務概要

（１）指定管理者の業務範囲

指定管理者の基本的な業務範囲（以下、「指定管理業務」という。）は以下のとおりで

ある。具体的な業務内容については別紙「 （仮称）當麻

複合施設指定管理業務要求水準書」（以下、「要求水準書」という。）を参照すること。

① 複合施設全体（當麻庁舎を除く）の管理運営に関する業務

1. 統括マネジメントに関する業務

2. 市民活動センターの運営に関する業務

3. 當麻図書館の運営に関する業務

4. 総合案内に関する業務

5. プレイスペースの管理に関する業務

② 複合施設全体（當麻庁舎を除く）の開館準備に関する業務

③ 現當麻図書館の運営に関する業務（建物の維持管理業務を除く）

（２）指定の期間

令和8年 4月 1日から令和14年 3月 31日

※管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがある。

※複合施設は令和9年 1月に竣工し、令和 9年 4月に開館・供用開始する予定であ

り、現當麻図書館は令和8年 12月末をもって閉館予定。

※上記指定の期間のうち、令和 8年 4月から令和 8年 12月までは現當麻図書館の

運営期間、令和 8年 4月から令和9年 3月までは複合施設の開館準備業務期間と

なり、複合施設の運営は令和9年 4月からの予定である。

※具体的な業務内容・スケジュールは、要求水準書を参照すること。

表 2 本事業に関連するスケジュール（予定）

令和8年度 令和9年度

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

・指定管理者による
　　現當麻図書館の運営

・現當麻図書館の休館中の対応

・複合施設開館準備業務
・機運醸成・広報・イベント企画

・複合施設開館（予定）
・指定管理者による運営開始

令和7年度

～R14/3/31
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6 利用料金の取扱い

複合施設の管理運営にあたっては、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244 条

の 2の規定に基づく「利用料金制度」を採用する。指定管理者は市が支払う指定管理料

のほか、利用者が支払う施設や附属設備の利用料金や、指定管理者自らが企画、実施する

自主事業等の収入を自らの収入として扱うことになるため、適切な経理を行うこと。

ただし、マルチコピー機による証明書交付事務において発生する手数料に関しては J-

LIS の「証明書等自動交付サービス契約約款」に従うものとし、指定管理者はマルチコピ

ー機の管理・運営をすること。なお、実際の運用に関しては市との協議のうえで決定する。

7 指定管理料

（１）指定管理業務に係る会計年度

指定管理業務に係る会計年度は 4月 1日から翌年 3月 31日までとする。

（２）指定管理料

指定管理料は、指定管理業務に要する経費から利用料金、自主事業の参加費及びその

他の収入等を差し引いた金額をもとに、市と指定管理者との間で協議のうえ、市の予算

の範囲内において指定管理料を決定する。なお、指定管理料の支払時期、方法、精算に

関しては、毎年度の年度協定において定めることとする。

各年度の指定管理料については、物価や人件費などの諸費用高騰を踏まえ、毎年度、

市と協議のうえ定めることを予定している。協議の結果によっては、事業内容の見直し

を行い、これに伴って指定管理料についても増減する。

（３）指定管理料の提案方法

指定管理料は、以下に示す年度毎の参考価格（① 指定管理料の参考価格）を目安と

して、年度毎に収支計画書を提案すること。（様式 8に記載をすること）

年度毎の提案価格を合計した金額は、818,200,000 円（指定期間上限額）を上限と

する。

また、提案上限額以下の提案とすることを原則とするが、複合施設コンセプトの実現

等に、より効果的であると捉える事項に関しては、年度毎の提案上限額を上回る提案も

可能とする。指定管理料の構成及び考え方については仕様書を参考とすること。また、

提案上限額を上回る場合は、様式 8の収支計画書に詳細を明記すること。なお、指定

管理者候補として選定された後、提案内容及び指定管理料について改めて協議したう

えで決定する。
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① 指定管理料の参考価格（消費税及び地方消費税を含む。）

② 想定される主な支出費目

人件費（給与・通勤手当等）、報償費、旅費、運営費（消耗品費、備品費、燃料費、

印刷製本費、通信運搬費、保険料、委託料、賃借料等）、企画運営事業費、図書等の

資料購入費、光熱水費等

（４）区分会計・管理口座の独立

指定管理業務に関わる収入及び支出は、指定管理者となる法人その他の団体（以下、

「法人等」という。）及び当該法人等の実施する他の事業に関する収入及び支出と完全

に区分し、専用の独立した口座を用意し、管理すること。

（５）指定管理料の精算

光熱水費は、年度毎で実際の費用に応じて精算をする。なお、精算方法等については、

協議のうえで決定する。

また、指定管理業務を市が示した水準どおりに確実に実施する中で、収支計画よりも

利用料金収入や事業収入の増加については、新たな備品購入など、サービス向上のため

の投資などを市としては期待している。

利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合は、原則

として補填は行わない。

（６）備品の所有権等

市が複合施設に設置する備品は市の所有とし、その使用及び保管には十分注意する

こと。その他の指定管理業務上必要な備品その他の物品は、指定管理者が購入又は調達

するものとし、指定管理者が購入又は調達した備品その他の物品の所有権の帰属は、市

と締結する協定に基づき決定するものとする。

なお、指定管理者が調達するもので市の所有として設定するものとして、以下を現時

点では想定している。

指定期間上限額 818,200,000 円

各年度別

令和８年度 84,000,000 円

※令和8年度の指定管理料には、開館準備業務費を含む。

令和 9年度 143,900,000 円

令和 10年度 145,300,000 円

令和 11年度 146,800,000 円

令和 12年度 148,300,000 円

令和 13年度 149,900,000 円
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Ÿ 図書館資料関連

Ÿ 指定管理業務の中で市との協議を経て購入した備品

Ÿ その他、指定管理業務終了時に市との協議で定められたもの。

8 応募資格・応募条件

（１）応募資格

複合施設の指定管理者としての管理運営、経営、資産及び人的又は組織的能力につい

て、安全性、安定性及び適格性を持ち、応募日現在において、次のすべての条件を満た

すことのできる法人等とし、個人での応募はできない。

なお、応募後においても、次のいずれかの条件を満たさなくなった場合は、失格とす

ることがある。

① 国税・都道府県税・市町村税等の租税、社会保険料・労働保険料等の保険料及びそ

の他の公租公課を滞納していないこと。

② 会社更生法（平成14年法律第 154号）の規定による更生手続開始の申立て又は民

事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てが行われ

た者でないこと。

③ 破産法（平成 16年法律第 75号）の規定による破産の申立てを行っている者でな

いこと。

④ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第16 号）第 167 条の 4の規定により、本市

における入札参加を制限されている者でないこと。

⑤ 法人等又はその代表者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

3年法律第 77号）第 2条第 2号に掲げる暴力団等（以下「暴力団等」という。）

又はその構成員並びにそれらの利益となる活動を行う者でないこと。

⑥ 法人等又はその代表者が、暴力団等又はその構成員の統制下にある者でないこと。

⑦ 本公募の日から過去2年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと。

仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みで

あること。

⑧ 地方自治法第 244条の 2第 11 項の規定により地方公共団体から指定管理者の指

定を取り消され、その取消しの日から2年を経過していない法人等でないこと。

⑨ 次に該当する者が役員となっていないこと

Ÿ 破産者で復権を得ない者

Ÿ 法律行為を行う能力を有しない者

Ÿ 禁錮以上の刑又は拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執

行を受けることがなくなるまでの者

Ÿ 本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から2年を経過しない者

Ÿ 日本国憲法施行の日以降において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力
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で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

Ÿ 暴力団等の構成員

Ÿ 本公募における指定管理者選定委員会の委員である者

（２）応募条件

複合施設は、市民活動センター機能及び図書館機能を有する複合施設であり、指定管

理者には、各機能における適切な管理運営だけでなく、複合施設としての連携体制の構

築が求められる。そのため、指定管理者に応募する者は、次の条件を満たすこと。

① 前記「（１）応募資格」を満たす法人等又は複数の法人等により構成された共同事業

体であること。

② 法人等又は共同事業体の構成員が、複合施設を構成する機能と類似の機能を持った

施設又はそれらの複合施設の指定管理者として、業務実績を有することは求めませ

ん。ただし、業務実績を有する場合は、評価対象とするため、事業計画書（様式第

2-1号）に主なものについて記載すること。

③ 複合施設の指定管理業務に先立ち、現當麻図書館の管理運営及び複合施設の開館準

備業務が実施可能であること。

④ 共同事業体による応募の場合には、構成するすべての団体が前記「（１）応募資格」

①から⑨の条件を満たすとともに、応募時に当該共同事業体を代表する法人等及び

構成する法人等を記載した「共同事業体協定書兼委任状（様式 5）」を提出し、ま

た、選定後協定締結時までに責任分担を明確に定めた協定を締結し、協定書の写し

の提出が可能であること。

⑤ 単独で応募しようとする法人等が、他の共同事業体の構成員となっていないこと。

また、共同事業体として応募しようとする法人等が、複数の共同事業体において重

複して構成員となっていないこと

（３）失格

次に該当する場合は、失格として選定の対象から除外する。

① 応募書類に明らかな虚偽の記載があった場合

② 応募に際して不正行為があった場合

③ 提出期限までに必要な書類を提出できなかった場合

④ 応募資格・応募条件に違反する事項が認められた場合

⑤ 同一の法人等又は共同事業体が２件以上の応募を行った場合
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9 応募の手続き

（１）募集要項及び申請書類の配布期間

配布期間 令和７年 8月 20日から令和7年 10月 31日まで

（２）提出書類

次に掲げる書類を提出すること。なお、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を

求める場合がある。

① 応募者に関する書類

1. 応募書類

Ÿ 指定管理者指定申請書（様式第 1-1号又は第1-2号）

Ÿ 事業計画書（様式第2-1号、別紙1及び別紙2）

Ÿ 誓約書（様式 3）

Ÿ

2. 資格審査書類

② 提案に関する書類

Ÿ 事業提案書（様式第2-1号別紙2、様式第 2-2号及び別紙）

Ÿ 指定管理料に係る調書及び収支計画書（様式 8及び別紙）

③ その他の書類（必要に応じて）

Ÿ 共同事業体協定書兼委任状（様式5）

提出資料一覧

1 応募書類一式

2 営業所一覧表（任意様式）

3 履歴事項全部証明書等（写し可）

4 定款の写し

5
応募書類の提出日の属する事業年度の前年度を含め、過去２年間の貸借対照表及び損

益計算書

6 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類

7

納税証明書「その3の 3」（写し可）

※提出日前 3か月以内発行のもの

※所管税務署にて発行

8 印鑑証明書（写し可）※提出日前 3か月以内発行のもの
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Ÿ 質疑書（様式 6）

Ÿ 参加辞退申請書（様式 7）

（３）申請書類等の提出期間

① 応募者に関する書類

提出期間 令和７年８月20日から令和７年９月12日まで

市役所閉庁日を除く、午前9時から午後5時まで

※郵送の場合は、令和7年 9月 12日必着とする。

提出方法 持参又は郵送により提出すること。

※持参の場合は、市役所の閉庁日を除く午前 9時から午後 5時までに

提出すること。

※郵送の場合は、簡易書留郵便など配達完了の確認ができる方法によ

るものとすること。

提出書類 「（２）①応募者に関する書類」の通り

審査結果 令和7年 9月 19日に審査結果をメール又は電話で通知し、後日、

「応募資格審査結果通知書」を送付する。

② 提案に関する書類

提出期間 令和７年９月22日から令和７年10月 31日まで

市役所閉庁日を除く、午前9時から午後5時まで

※提出する日時を提出予定の前日までに連絡をすること

※提出期間最終日（10月 31日）は正午までとする

提出方法 持参又は郵送により提出すること。

※持参の場合は、市役所の閉庁日を除く午前 9時から午後 5時までに

提出すること。

※郵送の場合は、簡易書留郵便など配達完了の確認ができる方法によ

るものとすること。

提出書類 「（2）②提案に関する書類」の通り

（４）第1回 質疑受付期間・回答期限（書面）

受付期間 令和７年8月 20日から令和7年 9月 1日まで

回答期限 令和7年９月8日まで

提出方法 質疑書（様式6）を電子メールにて提出すること。

※件名は「（仮称）當麻複合施設指定管理業務 第1回質疑書【法人等名

称】」とすること。

なお、送信後に電話により受信確認すること。
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提 出 先 choshakinou@city.katsuragi.lg.jp

電話番号 0745-44-8217

回答方法 個別回答（電子メール）とする。

なお、市で公開が必要と判断した回答は、ホームページに掲載する。

（５）第2回 質疑受付期間・回答期間（個別対話）

第 2回質疑回答は個別対話による回答を想定している。

個別対話を希望する場合は、指定管理指定申請書（様式第1-1号又は第1-2号）に

希望の有無及び希望日時を記入して提出すること。申請書提出後に日時の調整を行い、

詳細については資格審査結果通知時に通知する。リモートでの対話も可能とするが、リ

モートを希望する場合は、ミーティングの主催者として環境を整えること。

受付期間 令和7年 9月 9日から令和7年 9月 2219日まで

回答期間 令和7年 10月 1日から令和7年 10月 3日まで

提出方法 質疑書（様式6）を電子メールにて提出すること。

※件名は「（仮称）當麻複合施設指定管理業務 第2回質疑書【法人等名

称】」とすること。

なお、送信後に電話により受信確認すること。

提 出 先 choshakinou@city.katsuragi.lg.jp

電話番号 0745-44-8217

回答方法 個別対話とする。

ただし、個別対話の希望がない場合は、個別回答（電子メール）とする。

なお、市で公開が必要と判断した回答は、ホームページに掲載する。

（６）事業提案書に係る留意事項

① 事業提案書記載要領

Ÿ 提案書は正本 1部、副本14部提出すること。

Ÿ 提案書はファイル（リングファイル等）に一式を綴じて提出すること。

Ÿ 様式番号にインデックスタイトルを付け、ファイルの表面と背表紙に「 （仮

称）當麻複合施設指定管理業務 提案書」と記入すること。

Ÿ 副本には、会社名及び応募者が特定されるような記載はしないよう留意すること。

Ÿ 各様式上部に記載の指示に従って記載すること。また、様式記載内容は削除して

記載すること。

Ÿ 提案書の制限枚数は、次ページの②に従うこと。

Ÿ 提案書用紙サイズは、指定のＡ４換算枚数に応じて記載すること。

※例：Ａ４換算２枚以内指定の場合は、Ａ４で２枚かＡ３で1枚以内となる。

Ÿ 必要に応じて文章を補足・説明する図・表・写真を入れてわかりやすく表現する

こと。
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Ÿ 提案書で使用する文字は原則10.5 ポイント以上とすること。なお、図・表・写真

の文字についてはこの限りでないが、文字が十分に読みとれる程度とすること。

Ÿ 提案書提出時には、提出書類と同じ内容を保存したＣＤ-Ｒ又はＤＶＤ-Ｒを１枚

提出すること。

② 事業提案書（様式第2-2号）の上限枚数

事業提案書における様式毎の上限枚数は、以下のとおりとする。各様式の制限枚

数に加えて、A4換算 4枚以内で提案枚数の追加を認めるものとし、4枚の割振り

については自由とする。また、事業提案書の提案上限枚数はA4換算40枚とする。

表3 事業提案書の内訳と上限枚数

評価項目 上限枚数

1） 管理運営の基本方針と意欲 2枚

2） 業務の考え方と事業実施への体制・方策 4枚

3） 統括マネジメント業務 4枚

4） 市民活動センター機能の運営業務 4枚

5） 図書館機能の運営業務 4枚

6） 各機能の企画・運営に関する業務 4枚

7） 滞在環境への提案 2枚

8） 施設管理業務 2枚

9） 現當麻図書館運営 2枚

10） 開館準備業務 2枚

11） 業務費・収支計画・経費の節減 4枚

12） その他（提案の概要書等） 2枚

上限枚数の合計 36枚

追加可能枚数 4枚

事業提案書の合計枚数 40枚
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（７）指定管理者の選定方法

複合施設の指定管理者の選定は、事業の目的及び内容に最も適した者を選定するた

めに、公募型プロポーザル方式によって行う。

合格基準点は60点以上とし、提案事業者が 1者の場合であっても、審査の結果、合

格基準点に達していれば優先交渉権者とする。審査基準等の詳細については、「

また、提出された提案の理解を深め、適切な審査・評価につなげるため、プレゼンテ

ーション・ヒアリングの実施を予定している。プレゼンテーションには、統括責任者候

補を同席させることが望ましい。

なお、実施日時については、現時点では令和 7年 11月 6日を予定しているが、資

格審査結果の通知時に正式に通知する。

（８）応募辞退

書類提出後に応募を辞退する場合は、参加辞退申出書（様式 7）を提出すること。ま

た、提出期限までに申請書類等を提出しない者は、応募を辞退したものとみなす。

10 募集及び選定スケジュール

募集及び選定の主なスケジュールは以下の通りである。

表 4 募集及び選定スケジュール

指定管理者募集要項の配布開始 令和7年 8月 20日（水）

第１回質疑受付終了 令和7年 9月 1日（月）

第１回質疑回答 令和7年 9月 8日（月）まで

「応募者に関する書類」の提出締切 令和7年 9月 12日（金）

応募者への資格審査結果の通知 令和7年 9月 19日（金）

第２回質疑受付終了（必要に応じて受付） 令和7年 9月 22（月）

第２回質疑回答（対話による個別回答）
令和7年 10月 1日（水）から

令和7年 10月 3日（金）まで

「提案に関する書類」の提出締切 令和7年 10月 31日（金）

プレゼンテーション・ヒアリング
令和7年 11月 6日（木）予定

詳細は別途通知

選定結果の通知及び公表 令和7年 11月 11日（火）以降
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11 その他留意事項

① 本件の公募に関して、応募者が支出した費用、応募者が提供したノウハウの対価等に

ついては、市は補填その他一切の支払等は行わない。

② 提出書類は、 （平成16年条例第 7号）

護に関する法律施行条例（令和 4年条例第30号）の規定に基づき、非公開とすべき

箇所を除き、開示する場合がある。

③ 法人等の提出する書類の著作権はそれぞれ作成した法人等に帰属する。なお、それら

の書類を公表する場合は、市は法人等が提出した書類の全部又は一部を無償で使用で

きるものとする。

④ 応募者 1者につき提案は1件のみとする。

⑤ 応募者は選定委員に対し、本件応募についての接触を禁止する。なお、接触の事実が

認められた場合は失格となることがある。

⑥ 指定期間の終了又は指定の取消しにより、後任の指定管理者に管理運営業務を引き継

ぐ際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要な資料等を提供すること。

⑦ 指定管理者が正当な利用なく協定の締結に応じない場合は、指定管理者の指定を取り

消すことがある。また、協定の締結までに事業の履行が確実でないと認められるとき

又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者としてふさわしくないと認めら

れるときは、指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがある。これらの

場合、指定管理者の指定を取り消された者は、本市に生じた損害を賠償しなければな

らない。

⑧ 市又は教育委員会が主催、共催、協賛、後援その他の形態で複合施設を使用する場合

は、協力すること。

⑨ 複合施設の管理運営業務に当たり、指定管理者は法人市民税等の納税義務を負う場合

がある。

⑩ 提案した内容については、市と協議のうえ、市の承認を前提として必ず実施すること。

指定管理者候補者と基本協定に係る仮協定の締結 令和7年 11月 20日（木）目途

議会の議決（指定管理者の指定） 令和7年 12月予定

開館準備業務の開始 令和8年 4月 1日（水）

現當麻図書館の管理運営の開始 令和8年 4月 1日（水）

複合施設の管理運営の開始 令和9年 4月上旬予定
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12 問い合わせ先

◇事務局（公募に関する問い合わせ窓口）

総務部 庁舎機能再編推進室

Mail：choshakinou@city.katsuragi.lg.jp

TEL：0745-44-8217

FAX：0745-69-6456

◇施設所管課

教育委員会 生涯学習課

Mail：shougai-gakusyuu@city.katsuragi.lg.jp

TEL：0745-69-5131

FAX：0745-69-6884

13 配布資料一覧表

① 本公募に係る配布資料は１．から 5．のとおりとする。資料の入手方法については、

次のいずれかによる。

Ÿ

Ÿ

Ÿ

② 配布資料以外の資料の貸与等を希望する場合は、事務局へ問い合わせること。

1. 公募資料

□ 【様式第1-1号】指定管理者指定申請書

□ 【様式第1-2号】指定管理者指定申請書_共同事業体

□ 【様式第2-1号】事業計画書

□ 【様式第2-2号】事業提案書

□ 【様式 3】誓約書

□ 【様式 4】暴力団排除条例に係る誓約書

□ 【様式 5】共同事業体協定書兼委任状
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□ 【様式 6】質疑書

□ 【様式 7】参加辞退申出書

□ 【様式 8】指定管理料に係る調書及び収支計画書

2. 各種方針・計画等資料_策定年度順

□ （仮称）當麻複合施設管理・運営基本方針（令和5年 10月）

□ （仮称）當麻複合施設管理・運営計画_前編（令和 6年 3月）

□ 基本設計_概要資料（令和6年 7月）

□ 実施設計_概要資料（令和7年 3月）

□ 蔵書計画_概要版

3. 条例・規則等例規資料

4. 設計図面等資料

□ 當麻図書館_竣工図

5. その他添付資料

□ 指定管理料に関する詳細資料

□ 當麻図書館及び當麻文化会館の決算資料（R2-R6）

□ 當麻文化会館の貸館及び事業実施に係る実績（R3-R5）


